
様式第二十二号の四（第十条の三関係）

殿

許可年月日

【備考】

(1)　許可に係る建設業者が死亡したため

(2)　法人が合併により消滅したため

(3)　法人が破産手続開始の決定により解散したため

(4)　法人が合併又は破産手続き開始の決定以外の事由により解散したため

(5)　許可を受けた建設業を廃止したため
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下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。
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3

許可の取消通知を発送しますので、死亡や解散等で所
在地が異なる場合、必ず送付先を記入してください。

一部廃業の場合は、別途営業所技術者等の変更又は削除の届出が必要です。

① 営業所技術者等の担当業種の一部を廃業した場合

→ 営業所技術者等の専任業種の変更となり、様式第８号の区分「２担当業種の変更」で処理する。

② 一部廃業により、専任となる業種がなくなった場合

→ 様式第８号又は様式第２２号の３により、営業所技術者等を削除。

電算用紙
廃業

記入漏れが多い箇所

不要なものは消してください。

右詰めで記入。左に余白がある場合は０を記入してください。

太枠内は記入不要です。


